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国立大学法人京都大学外国人教師就業規則 

平成１６年４月１日 

達示第７４号制定 

(目的) 

第１条 この規則は、国立大学法人京都大学教職員就業規則(平成１６年達示第７０号。以下

「就業規則」という。)第２条第２項の規定に基づき、外国人教師の就業について、必要な

事項を定めることを目的とする。 

(定義) 

第２条 この規則において外国人教師とは、京都大学において外国語科目又は専門教育科目を

担当させるに足る高度の専門的学識又は技能を有する外国人で、大学との契約により法人の

職員として雇用する者をいう。 

(他の規則等との関係) 

第３条 この規則及び労働契約に定めるもののほか、外国人教師の就業に関する事項について

は、就業規則の規定を準用する。ただし、同規則第９条、第１１条から第１３条まで、第１

５条第１項第３号、第２３条及び第４６条の規定は適用しない。 

２ 外国人教師の採用については、国立大学法人京都大学教員就業特例規則(平成１６年達示

第７１号)第３条第３項の規定を準用する。 

(雇用契約の期間) 

第４条 雇用契約の期間は、１年を超えないものとし、会計年度の中途で契約する場合は、そ

の終期を当該年度の末日とする。ただし、この期間は、必要に応じて更新することができる。 

(解雇) 

第５条 外国人教師が就業規則第４８条第５号に相当する非違行為を行った場合は、契約を解

除する。 

２ 外国人教師が、私傷病により引き続き１８０日を超えて勤務しない場合は、契約を解除す

ることがある。 

(給与) 

第６条 外国人教師には、次の各号に掲げる給与を支給する。 

(1) 俸給 

(2) 都市手当 

(3) 通勤手当 

(4) 期末手当 

(5) 勤勉手当 

２ 外国人教師の号俸は、その者の大学卒業若しくは短期大学卒業後の経験年数をもとに、別

表第１及び別表第２により決定する。 

３ 俸給及び都市手当の月額は、別表第３のとおりとする。 

４ 通勤手当の月額は、国立大学法人京都大学教職員給与規程(平成１６年達示第８０号。以

下「給与規程」という。)第１８条の規定を準用して得られた額とする。 

５ 期末手当及び勤勉手当の額は、給与規程第２８条から第３１条までの規定を準用して得ら

れた額とする。この場合において、準用する給与規程の規定は、当該事業年度の初日におい

て教職員に適用されるもの（当該事業年度途中の同規程の改正により当該手当が増額される

場合にあっては、改正後の規定）とし、同規程第２８条第４項の役職段階別加算適用表に規

定する加算割合は、同表の規定にかかわらず１００分の１５とする。 

６ 前項までに掲げるもののほか、給与の支給に関する事項については、給与規程の規定を準

用する。 

 (退職手当) 
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第７条 外国人教師が３年以上勤続後退職した場合にはその者に対して、又は外国人教師が在

職中死亡した場合にはその遺族に対して、別に定める京都大学外国人教師退職手当支給要綱

により退職手当を支給する。 

   附 則 

１ この規則は、平成１６年４月１日から実施する。 

２ この規則の施行の日の前日において外国人教師の取扱いについて(昭和４４年４月１６日

付け文大庶第２５１号文部事務次官通知)に基づく外国人教師であった者で、引き続きこの

規則に基づく外国人教師となった者の、先の外国人教師として在職した期間は、この規則に

基づく外国人教師として在職した期間とみなす。 

   附 則(平成１７年達示第７３号) 

この規則は、平成１７年１２月１日から実施する。 

附 則(平成１８年達示第２５号) 

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日の前日において外国人教師として雇用していた者を引き続き外国人教

師として雇用する場合及び改正前の規定により外国人教師として雇用することが予定されて

いる場合で総長が特に必要と認める場合における当該者に係る改正後の別表第３の適用につ

いては、なお従前の例による。ただし、国立大学法人京都大学教職員給与規程等の一部を改

正する規程（平成２１年達示第４３号）の施行の日において本文の適用を受ける者に支給す

る俸給月額及び都市手当の額については、当該者に適用される俸給月額及び都市手当の額に

１００分の９９．５９を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数を生じたときはこれを

切り捨てた額とする。 
３ 前項に該当する者の勤勉手当の額の総額に関し第６条第５項の規定により給与規程第３１

条第３項の規定を準用する場合において、同項中「１００分の７２．５」とあるのは「１００

分の７０」と読み替えるものとする。 
  附  則(平成１９年達示第６９号) 

この規則は、平成１９年１２月１８日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

  附  則（平成２１年達示第４３号）抄 

１ この規程は、平成２１年１２月１日から施行する。ただし、第４条の規定による改正後の

国立大学法人京都大学外国人教師就業規則別表第３及び国立大学法人京都大学外国人教師

就業規則の一部を改正する規則（平成１８年達示第２５号）附則第２項の規定は、平成２２

年４月１日から施行する。 
   附 則（平成２２年達示第６２号）抄 

 （施行期日） 

第１条 この規程は、平成２２年１２月１日から施行する。ただし、第３条の規定による改正

後の国立大学法人京都大学外国人教師就業規則別表第３及び国立大学法人京都大学外国人

教師就業規則の一部を改正する規則（平成１８年達示第２５号）附則第２項並びに附則第４

条の規定は、平成２３年４月１日から施行する。 

 



 3 

別表第１ 外国人教師の号俸格付基準表 

 

号俸 大学卒業後の経験年数 短期大学卒業後の経験年数 

１ ０年以上～ ２年未満 ０年以上～ ５年未満 

２ ２   ～ ７ ５   ～１０ 

３ ７   ～１２ １０   ～１５ 

４ １２   ～１９ １５   ～２２ 

５ １９   ～２６ ２２   ～２９ 

６ ２６   ～３２ ２９   ～３５ 

７ ３２   ～ ３５   ～ 

(注)上記以外の学歴を有する者については、国立大学法人京都大学教職員の初任給、昇格、

昇給等の基準に関する細則別表第５の修学年数調整表により、いずれか有利な方の

学歴に調整するものとする。 

 

別表第２ 経験年数換算表 

 

経          歴 換算率 

教育、研究系職員として在職した期間 100/100 外国政府等公的機関又

は教育・研究機関の職

員としての在職期間 その他の期間 80/100 

学歴又は学校に準ずる教育機関における在学期間(正規の修学年数

内の期間に限る) 
100/100 

民間会社の職員としての在職期間 80/100 

兵役期間、牧師、修道女等の期間 80/100 

教育、研究等に関する職務に従事した期間で、その職

務についての経験が直接役立つと認められる期間 
100/100 

その他の

期間 
その他の期間 50/100 

 

別表第３  外国人教師の俸給月額・都市手当表 

 

号俸 俸給月額 都市手当 

１ 327,000円 32,700円 

２ 372,000円 37,200円 

３ 418,000円 41,800円 

４ 456,000円 45,600円 

５ 494,000円 49,400円 

６ 532,000円 53,200円 

７ 555,000円 55,500円 

                       


